総理大臣　安倍晋三様

　　　　　安全保障関連法案に反対し、廃案にすることを要請します
　わたしたち日本キリスト教会靖国神社問題特別委員会は、多くの人々の反対の声を押し切って貴殿が主導している、５月26日から衆議院本会議で始まった自衛隊法など既存10法を一括して改正する「平和安全法制整備法案」と新設の「国際平和支援法案」に断固抗議し、以下の理由から、現在、国会で審議が進められているこの法案を速やかに廃案にすることを強く要求いたします。

　そもそもこれらの法案の基となった、2014年７月１日の集団的自衛権の行使を容認する閣議決定自体が、恣意的かつ強引な憲法の解釈の変更で憲法違反です。そしていま審議中の法案は、平和や安全保障を謳っているものの、実質的には日本を米国に従属して戦争のできる国にすることを目指す戦争法案であると見なすほかありません。

　仮にもこれらの法案が強行採決され、実行されたならば少なくとも以下の三つのことが起こることが予想されます。

　第一は、自衛隊が戦争に参加し、隊員が人を殺し、自らも殺されることです。貴殿は、現に戦争が行われている場所に自衛隊の出動はなく、隊員の生命のリスクが高まることはないと言われました。しかし他国の軍隊と共に後方支援活動をすることは、敵の攻撃目標にならないはずはありません。このことは国民の一員である自衛隊員および他国の人々の生命を危険にさらすことになるのです。

　第二は、自衛隊員以外の一般の日本人の生命を危険にさらすことです。今日まで、日本は「戦争をしない国」として、諸外国から尊敬され、信頼されてきました。非武装の民間人が中東など紛争多発地帯で活動できたのも、日本が戦争するどの勢力にも味方してこなかったからです。しかし日本が戦争する国になれば民間人の紛争多発地帯での活動は難しくなり、ひいては世界中で日本人がテロの脅威にさらされることになるでしょう。安全保障関連法案は決して、国民の安全を守るものではないのです。

　第三は、日本の国際的地位の低下です。日本は悲惨な第二次世界大戦を引き起こした責任ある国の一つであるにもかかわらず、憲法によって戦争を放棄し、また唯一の被爆国として核廃絶を訴え続けてきた平和国家として世界を牽引してきました。かりに日本が戦争する国になれば、平和を希求する全世界からの日本への信頼は失われ、日本が国際社会の中で名誉ある地位を占めることはできなくなってしまうのです。

　わたしたちは、「平和を実現する人々は、幸いである」（マタイによる福音書５章９節）と教えられたイエス・キリストに従う者として、かつての戦争による悲しみと叫びの中から永遠の平和を求めて生み出された日本国憲法を蹂躙し、破壊する行為を絶対に認めることはできません。貴殿は今すぐに、日本の指導者としてのふさわしい決断をなさるよう、強く要請いたします。
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